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1

論文要旨

１ 本研究の課題

インドネシアは赤道をまたがる約 17,500 の島々からなる島嶼国であり、人口 2 億 4,686 万

人（2012 年）を擁し、東南アジア諸国連合（ASEAN）10 か国の総人口の約 4 割を占める。

また、イスラーム教徒が国民の 88％を占め、世界最大のムスリム人口を有する。

スハルト第 2 代大統領の下、着実な経済成長による生活水準の向上とともに、国民の教育に

対する意欲は高まり、教育の普及・拡大が進んだ。高等教育への進学者も順調に増加し、現在、

高等教育粗就学率は 27.1％（2011/12 年）に達する。

こうした高等教育の拡大に大きな役割を担ってきたのが私立の高等教育機関である。1960

年代当初に法的な制度化がなされ、1980 年代の初めには私立高等教育機関の在学者数が国立

機関を上回った。2011/12 年の高等教育機関数は 3,170 に上り、その 97.1％は私立である。

このように、今日、拡大を遂げたインドネシアの私学高等教育の発展の特徴について明らか

にすることが本研究の目的であり、次の 4 点に着目して考察を行った。

第一に、オランダ植民地政府から今日に至るまでの私立高等教育機関の設置に関する施策に

ついて考察した。私学高等教育の拡大の重要な鍵を握るのが、設置認可を行う政府である

第二に、私立高等教育機関の設置者単位でその設置する学校の動向やその経営態度に着目し

た。財団などの設置者が、その設置する機関の設置、拡大、転換、閉鎖を決定するが、従来の

研究では、設置者の経営行動への視点が欠けており、例えば、小規模なアカデミーや単科大学

が総合大学へと発展する事例を把握するには不十分であった。

第三に、私学高等教育の質的側面の検討である。本研究では、私学高等教育の質保証に関す

る歴史的な経緯を辿るとともに、アクレディテーションの結果を基に質的側面の考察を行った。

第四は、私学高等教育の経済的側面についての考察である。私立高等教育のコストは誰が負

担しているのか、需要側の学生の授業料の負担はどうか、私学高等教育機関の経営基盤はどう

なっているのかといった点に着目した。

２ 先行研究

（１）各国私学高等教育の国際比較研究

アルトバック（Altbach, P.G.）は私学高等教育の急激な拡大に注目し、世界各国の私学高等

教育の比較を行っている(アルトバック 2004:7-24)。同氏は、アジアの私学高等教育が最も強

力と述べ、アジア各国の私学高等教育の発展の状況に言及する。私立高等教育機関の財政の問

題、宗教団体や営利団体などの私立高等教育機関の設置組織の在り方、私立高等教育機関の自

律性の程度など、私学高等教育について検討するに当たって重要な視点を提示している。

馬越（馬越 2007:188-97）は、高等教育拡大における私立セクターの役割を念頭に、アジア

各国における私学セクターの類型別移行モデルを提案している。アジアの私立セクターの在り

方を中心に高等教育システムを「私立周辺型」、「私立補完型」、「私立優位型」に 3 分類し、高
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等教育拡大と各類型間の関係を移行モデルとして考察している。

第二類型の「私立補完型」は、「歴史的には公立セクターが大学の中核を形成していたが、

その周辺部に位置していた私立セクターが高等教育拡大のアクターとして急速に拡大し、公立

セクターを補完し量的にはそれに匹敵ないし凌駕するまでに成長してきた」として、タイとイ

ンドネシアをその例に上げる。

馬越の定義は必ずしも明確ではないが、アジア全体を俯瞰する視点として意義がある。しか

しながら、私学高等教育の発展の過程や現状について十分に明らかにするためには、以下の課

題がある。

第一に、小規模なカレッジが様々な専門領域を持つ総合大学へと改編される過程を明らかに

するためには、設置者に着目した学校の拡大、転換、閉鎖などの動向を把握し、設置者の経営

行動を可能な限り明らかにする必要がある。

第二に、政府の設置認可に関する政策の歴史的な動向を丁寧に検討することが必要である。

第三に、馬越の類型には質的な側面も指標となっていると考えられるが、インドネシアの私

学高等教育の質的側面について言及されていない。

第四に、私立高等教育機関への進学者について、その経済的な検討がなされていない。学生

の進学の背景となる経済的な負担の問題について検討する必要がある。

カミングス（Cummings, William K.）は東アジアで目覚ましい発展を遂げる私学教育に着

目し、その促進要因について検討している(Cummings1997:135-52) 。オランダは大衆教育を

私学教育に担わせ、小規模なエリート教育を蘭語で実施する公立学校の上部階層と大規模で多

様な層に私立学校が現地語で実施する下部階層に分けた。また、インドネシアとオランダとの

独立戦争に際し、若者や教員が大いに貢献したことに報いるため、独立後に政府は、それらの

グループが教育事業を実施できるよう、寛大な法的配慮を行ったとする。

レヴィ（Levy, Daniel C.）は、「同型化」という概念を用いて、私立高等教育機関がもたら

す多様化の限界について論じている（レヴィ 2004:25-63)。インドネシアにおいても国立大学

や政府の私学に対する「同型化」の力は相当程度働いていると思われ、本研究においても私立

と国立との比較に留意した。

ブホリ（Buchori, Mochtar）らの研究(Buchori & Malik 2004:249-77)では、。私学の経営に

当たる財団は授業料に依存し、他の財源確保に一般に熱心ではないこと、財政基盤が脆弱であ

り、また、組織が硬直的であるなどの問題点を指摘する。

西野の研究はインドネシアの高等教育機関の基本構造、高等教育の量的発展と問題点、1990

年代の改革課題とその成果について記述する（西野 2004:101-23）。「インドネシアにおける私

立高等教育機関の役割はきわめて大きい」とし、その拡大の背景には量的拡大を優先する設置

認可行政の存在があると述べる。インドネシアの私学高等教育の設置行政、私学高等教育への

助成、さらには、国立大学の法人化という形で進む、プライバタイゼーションについて紹介し

ている。
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３ 研究資料

統計資料として主に用いたのは、教育文化省教育情報統計センター（Pusat Data dan

Statistik, Pendidikan Kementerian Pendidikan dan Kebudayaan）が発行する「インドネシ

ア教育統計 2011/2012 年（Indonesia Educational Statistics in Brief 2011/2012）」と国民教

育省高等教育総局 (Direktorat Jenderal Pendidikan Tinggi, Departemen Pendidikan

Nasional) が作成した「インドネシア高等教育機関概観（Perspektif Perguruan Tinggi di

Indonesia Tahun 2009）」である。

また、私立高等教育機関の学校数や学生数の動向、さらには設置者単位の組織や動向を明か

にするため、教育文化省高等教育総局私立高等教育機関局（Direktorat Perguruan Tinggi

Swasta Direktorat Jenderal Pendidikan Tinggi Departemen Pendidikan dan Kebudayaan）

による「インドネシア私立高等教育機関一覧 1998/1999 年（DIREKTORI Perguruan Tinggi

Swasta di Indonesia 1998/1999）などを用い、1998 年度、2004 年度及び 2010 年度の私立

高等教育機関の状況を把握した。

私学高等教育の歴史的な変遷については、国民教育省高等教育総局が 2003 年に発行した「イ

ンドネシア高等教育の歴史（Pendidikan Tinggi Indonesia dalam Lintasan Waktu dan

Peristiwa）」などを用いた。また、私学高等教育行政の変遷や現状について、1999 年から 2007

年の間、高等教育総局長（Direktur Jenderal Pendidikan Tinggi）として高等教育行政のトッ

プにあった、サトリオ・スマントリ（Satryo Soemantri Brojonegoro）氏にインタビューを行

った。

私立大学の経営行動に関する考察のため、「パンチャシラ大学史 2004 年（Sejarah

Universitas Pancasila 2004）」を主として用いた。パンチャシラ大学は首都ジャカルタに位置

する都市型の私立大学の典型例である。私立大学の公開情報は限られており、大学首脳部の意

思決定や運営の実態に係る資料を入手することは極めて困難であるが、同大学史は、1960 年

代から 2004 年に至るまでの大学運営への取組が記載されている。

このほか、筆者が 3 年間にわたって JICA 専門家として勤務したインドネシア教育文化省に

おける業務を通じて交流した関係者から得た知見や大学への訪問で得た経験も本研究の参考

となっている。

４ 考察の結果

本稿では 2 部構成を採り、第Ⅰ部では、高等教育の発展の背景とその歴史的な変遷と現状に

ついて、私学高等教育が果たした役割に焦点を当てて記述した。第Ⅱ部では、インドネシアの

私学高等教育がどのような形態で発展を遂げ、その現状はどうなっているのかを、①設置行政

の歴史的な変遷、②私立高等教育機関の設置者単位の経営行動の把握、③私学高等教育の質的

側面、④私学高等教育の経済的側面、という 4 つの観点に着目して分析を行った。

（１）設置行政の歴史的な変遷と特徴

インドネシアの私立高等教育機関の設置認可は 1961 年の高等教育機関法の制定により始ま
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り、政府は私立高等教育機関に「登録」、「認定」、「同等」という 3 段階のステータスを付与し

て管理したが、「同等」とは国立大学と同等という意味であり、国立大学をモデルとした仕組

みであった。高等教育機関の開設のために必要な「登録」は比較的容易であり、また、60 年

代のスカルノ体制下では、経済発展が不十分な中ではあったが、高等教育の量的拡大を目指し

たので、総合大学の設置が進んだ。

また、アカデミーや単科大学のように、最小限 1 教育プログラムで設置可能な学校種が定め

られので、私立機関の設置が容易になった面もある。さらに、単科大学、専門大学、総合大学

は学士、修士、博士の課程に加えて、職業教育プログラムの提供も認められるので、例えば、

アカデミーが単科大学、専門大学、総合大学に転換する場合も既存の職業教育プログラムを継

続しながら転換・発展を遂げることが可能であった。このような学校種の規定が、小規模なア

カデミーや単科大学からスタートして総合大学へと転換・発展する制度的な基礎となった。

以上のような設置認可の仕組みが私学高等教育の拡大の基礎となった。設置認可の仕組みは、

1989 年の旧国民教育制度法とそれに続く、1990 年の「高等教育に関する政令」の制定により、

明確化され、また、「ステータス」の付与は 2000 年前後からアクレディテーションへと切り替

わっていくが、今日に至るまで一貫して高等教育機関の設置については比較的容易である。

（２）設置者単位の経営行動

ジャカルタ特別州の私立高等教育機関の設置者単位の経営行動について、1998 年度、2004

年度及び 2010 年度の学校数や学生数の動向について、設置者単位で検討を行った。

①職業高等教育機関の学校規模の変化と設置・転換

アカデミーについては、1998 年度から 2010 年度の間に学生数で 31.2％の増加率であった

が、分野別では、最も学生数が増加したのは情報分野の 28,239 人、次いで、看護 3,031 人、

助産 2,668 人であった。情報が大きく増加する一方で他の分野は減少しているものが多い。

また、1998 年度に存在した 86 アカデミーのうち、15 アカデミーが単科大学へ転換し、3

アカデミーが総合大学へ統合され、25 アカデミーが閉校となった。一方、1998 年度以降新た

に設置されたアカデミーは 94 校に上る。

アカデミーは、新しい教育ニーズに迅速に対応するとともに、単科大学や総合大学への転換

や新設・閉校が極めて活発に行われていることがわかった。一方で閉校が多いことは経営基盤

の脆弱なアカデミーが多数存在することを示している。

ポリテクニックについても 1998 年度から 2010 年度の間で、学校数が 2 校から 9 校へ、学

生数が 1,101 人から 7,963 人へと大きく増加した。ポリテクニックは 3 以上の教育プログラム

の提供が必要で、アカデミーに比べると設置が容易ではないので小規模にとどまっていると思

われるが、インドネシア有数の企業グループであるアストラが経営する新たなポリテクニック

など、技術分野では注目されるものが現れてきている。

②単科大学、専門大学及び総合大学の学校規模の変化と設置・転換

単科大学については、1998 年度から 2010 年度の間に、学生数では、12 年間で 36.6％の増

加となっている。
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1998 年度に存在した 95 大学は 2010 年度までの間に、10 大学が総合大学へ転換、6 大学が

専門大学へ転換、12 大学が閉校となった。一方、1998 年度から 2010 年度の間に、88 大学が

新設されている。

このように、単科大学もアカデミーと同様、総合大学や専門大学という上位の学校種への転

換や新設が活発に行われている。また、閉校が少なくないことは経営基盤の弱い単科大学が一

定数存在することを示している。

専門大学については、1998 年度の 6 大学から 2010 年度の 11 大学へ、学生数は 1998 年度

の 15,257 人から 2010 年年度の 19,162 人へと増加している。12 年間の学生数の増加率は

25.6％となっている。

総合大学については、1998 年度の 38 大学から 2010 年度の 49 大学へ、学生数は 1998 年度

の 235,793 人から 2010 年度の 269,869 人へと増加した。学生の増加率は 14.5％である。

総合大学では 1998 年度に存在した 38 大学のうち、閉校となったのは 1 大学にとどまる。

また、1998 年度以降の新設大学は 13 大学となっている。アカデミーや単科大学が発展した到

達点が総合大学であり、一般に規模が大きく、閉校も比較的少ない。

（３）私学高等教育の質的側面

国家高等教育機関アクレディテーション委員会（BAN-PT）の 2010 年時点のアクレディテ

ーション評価によると、私立と国立のプログラムの評価には依然格差があるが、一定数の私立

大学は優れた国立大学に伍して高い評価を得ていることが確認できた。

BAN-PT の評価点の高い（評価点 331 点以上）私立大学の所在地は、ジャカルタを中心と

するジャボデタベク首都圏が 11 大学と最も多く、次いで、スラバヤとジョグジャカルタが 5、

バンドン 4、スマラン 3、マラン 1、サラティガ 1、デンパサール 1 であり、大都市への集中が

目立つ。大都市では、供給側の大学間の学生獲得をめぐる競争も激しくなり、パンチャシラ大

学の事例で確認したように、アクレディテーション向上を経営戦略の柱の一つとして取組む大

学が出現してきている。

また、評価点が高い宗教系の私立大学が 12 校に上る。宗教団体を背景とした安定した財政

基盤と教育理念を持つ私学が誕生してきている。

さらに、ジョグジャカルタ、バンドン、スラバヤ、スマラン、マランのように、私立と国立

の双方に評価点の高い大学が存在する例が多い。優れた国立大学の存在は、国立大学教員の非

常勤教員や教育研究施設の活用など教育研究の質の向上に有益だと思われる。

（４） 私学高等教育の経済的側面

政府の私学高等教育への支出の全貌は明らかではないが、政府の私学高等教育への支出が極

めて限られていることは明らかである。したがって、私学高等教育にかかる経費の大部分は授

業料等の学生やその保護者からの納付金である。

ジャカルタ特別州内の 3 大学の第 1 学期の学生納付金を比較すると、ジャヤバヤ大学 589

万 5,000 ルピア、パンチャシラ大学 907 万 5,000～957 万 5,000 ルピア、ビナ・ヌサンタラ大
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学 1,220 万ルピアであった。規模が大きな大学ほど、納付金が高額という傾向が表れている。

2013 年のジャカルタ特別州の最低賃金は月額 220 万ルピア（藤江 2014:206）であり、多く

の国民にとって、私立高等教育機関への進学は相当な経済的負担を伴う。

また、大学経営に当たる設置者側の財務状況について、パンチャシラ大学の事例を検討した

ところ、当時の国家の有力者が中心となって設置した大学にもかかわらず、財源の確保が設立

当初から最大の課題であったことがわかった。財務状況の好転を目指し、新キャンパスの開発

と学生定員増に踏み切ったが、その経費は銀行からの借入金で賄うなど、大学の財政に余裕は

なく、また、国の支援も存在しない。

５ 私学高等教育の発展の特徴と今後の課題

（１） 私立高等教育機関の類型化

歴史的に俯瞰して私学高等教育の発展の特徴を整理するため、ジャカルタ特別州の私立高等

教育機関を取り上げ、その設置者の属性、設置の時期、発展の形態という点に着目して類型化

を行うと以下のようになる。

①1950 年代～60 年代に設置された大学－Ⅰ型及びⅡ型

1950年代から 60年代に創設された大学は当初から総合大学としてスタートしたものが多い。

独立国家の体面を重視した政府は威信の高い総合大学を志向し、1961 年に制定した「高等教

育機関法」においても総合大学の要件については他の学校種よりも明確に規定していた。また、

設置者側もより威信の高い総合大学を志向する傾向が強かった。

このような大学のうち、国軍、政治、地方などの有力者が中心になって設立した大学がⅠ型

であり、ナショナル大学（1949 年）、トリサクティ大学（1965 年）、パンチャシラ大学（1966

年）がこの類型に入る。

Ⅱ型は、同じく、50 年代~60 年代に設置された大学であるが、その設置者が宗教系のもので

ある。キリスト教やイスラーム関係者が中心となって設立した大学であり、キリスト教系のカ

トリック・インドネシア・アトマ・ジャヤ大学やイスラーム系のムハマディーヤ・ジャカルタ

大学（1955 年）がその例である。

②1970 年代～80 年代に設置された大学－Ⅲ型

Ⅲ型は、1970 年代から 80 年代に「教育起業家」により設立された第二世代の大学である。

スハルト第 2 代大統領の統治下、経済社会の発展が進み、情報など新しい教育ニーズが高まっ

た。これに対応して 1970 年代から 80 年代に誕生したアカデミーや単科大学が次第に発展を遂

げ、90 年代から 2000 年代に総合大学へと発展した。例えば、ビナ・ヌサンタラ大学、グナダ

ルマ大学、ブディ・ルフゥル大学は IT 分野の教育からスタートして総合大学へと発展した。

また、インドラプラスタPGRI大学は教員教育に関するニーズの増大に対応して発展を遂げた。

③1990 年代以降に設置された大学－Ⅳ型及びⅤ型

Ⅳ型は、第 3 世代とも言える、企業グループが設置する大学である。1993 年にリッポ・グ
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ループによって設立されたプリタ・ハラパン大学を嚆矢とし、その後、2005 年にバクリ・グ

ループによるバクリ大学とコンパス・グラメディア・グループによるマルチメディア・ヌサン

タラ大学が設置された。

Ⅴ型は、ビナ・サラナ財団傘下の 5 つのアカデミーである。D3 の情報教育を中心に大規模

な展開を図っている。従来の設置者が総合大学へと発展することを目指したのに対し、情報な

ど大都市の教育ニーズに対応して、職業教育に特化して取り組んでいる点で新しい類型と言っ

てよい。

表 私立高等教育機関の発展の類型

設置者 設置時期 発展形態 高等教育機関

Ⅰ 政治、軍、

社 会 の 有

力者

50 年～60 年

代

総合大学として設置 ナショナル大学、トリサクテ

ィ大学、パンチャシラ大学

Ⅱ 宗 教 系 団

体

50 年～60 年

代

総合大学として設置 ムハマディーヤ・ジャカルタ

大学、カトリック・インドネ

シア・アトマ・ジャヤ大学

Ⅲ 教 育 起 業

家

70 年代～ 情報教育など社会のニーズに

対応し、アカデミーや単科大

学を経て総合大学へ。

ビナ・ヌサンタラ大学、グナ

ダルマ大学、ブディ・ルフゥ

ル大学、インドラプラスタ

PGRI 大学

Ⅳ 企 業 グ ル

ープ

90 年代～ 総合大学として設置。 プリタ・ハラパン大学、バク

リ大学、マルチメディア・ヌ

サンタラ大学

Ⅴ 教育産業 90 年代～ 情報など職業教育（D3）を中

心にアカデミーを設置

情報管理・コンピュータ・ア

カデミーなどビナ・サラナ・

インフォーマティカ財団傘

下のアカデミー

（２） 私学高等教育の発展の要因

本研究においては、小規模なアカデミーや単科大学が総合大学や専門大学へと発展する事例

を確認し、馬越(馬越 2007: 181-217）の提案した「私立補完型」の事例が確認できるとともに、

インドネシアにおける私学高等教育の発展のメカニズムが明らかになった。

このメカニズムを支えたのは、第一に、高等教育の拡大に私学の果たす役割を認め、容易に

私立高等教育機関の設置を認めてきた政府の政策であり、第二に、私学設置者側の学校設置へ

の高い意欲である。

①私立高等教育機関の設置行政

インドネシア独立後、スカルノ初代大統領の就任以来、政府は高等教育の拡大・発展のため
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に、1961 年の高等教育法の制定などを行ったが、当時、インドネシアの経済社会は混迷して

おり、国が高等教育に対して十分な予算措置を行うことは困難であった。したがって、国立大

学の整備だけでは高等教育の拡大には十分ではなく、私立の高等教育機関の増設が期待された。

このため、政府は、私立高等教育機関の設置を促進する施策を実施してきた。すなわち、私

立高等教育機関の設置について、国立をモデルとして、「登録」、「認定」、「同等」という 3 段

階のステータスを設けたが、設置のために最低限必要な「登録」のステータスの取得は比較的

容易であった。

また、アカデミーや単科大学のように、1 つの教育プログラムから設置が可能な学校種が設

けられたことも設置を容易にした。さらに、学術教育を実施する単科大学、専門大学及び総合

大学でも職業教育プログラムを提供できることとされたので、アカデミーが単科大学や総合大

学へと転換する場合にも既存の職業教育プログラムを継続しながら発展を遂げている事例が

あった。このように、小規模の高等教育機関から総合大学などの大規模な機関へと発展し易い

仕組みの下で、ジャカルタ特別州のアカデミーや単科大学の多くが総合大学や専門大学へと発

展を遂げた。

②高い大学設置への意欲

以上のような私学発展のダイナミックなメカニズムの中核を担ったのは、私立高等教育機関

の設置者である。その背景には学歴取得に熱心な学生やその親などの存在があった。先の類型

化で見たように、政治、軍などの有力者、宗教系団体、教育企業家、企業グループ、教育産業

と時代により、変遷してきたが、一貫して、民間の大学設置への意欲が高い。すなわち、時代

の変遷を辿ると、1950 年代から 60 年代には、独立戦争を戦った有力者や宗教、政治勢力の間

に大学設置への意欲が高かった。カミングス（Cummings1997:135-52)が指摘するように、政

府は、これら独立戦争に貢献した者に報いるために高等教育への進出を容易に認めた。また、

70 年代に入ると民間の教育事業への進出意欲が高まった。このような設置者の旺盛な意欲は

今日まで継続しており、これが私学高等教育発展の原動力であった。

（３） 私学高等教育の発展のための課題

このような発展を遂げた私学高等教育であるが、一方で課題も明らかになった。その第一は、

経営基盤がぜい弱なことである。相当数の私立高等教育機関の閉鎖が見られる。また、総合大

学を比較すると宗教団体や企業グループが関連する新しい大学は、経営基盤もあり、学生数を

増やしているが、歴史の古い総合大学の中には、近年学生数が伸び悩んでいる大学も散見され

る。そうした大学の一つである、パンチャシラ大学の事例を見ても設置者が施設・設備の更新

に充てることのできる財源を確保することが容易ではないことがわかった。

国立大学や新設の私立大学との競争に勝って学生を獲得するためには、施設設備の更新が必

要であり、その財源確保のために授業料を上げる必要があるが、授業料の値上げは競争力の低

下につながり、ひいては入学志願者の減少につながるというジレンマに陥っているのが多くの

私立高等教育機関である。

上述のように、インドネシアの私学高等教育は、民間の活力を活かして、ダイナミックに発
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展を遂げてきたが、さらなる質の向上を目指すためには、財源の確保が極めて重要な課題であ

る。今後の所得向上が見込まれる中、授業料負担の一定の増加は可能かと思われるが、私学の

助成策が今後の重要な政策課題となる。

６ 今後の研究課題

今後の研究課題の第一は、検討対象地域の拡大である。資料の制約もあり、ジャカルタ特別

州の高等教育機関を取り上げて検討したが、広大なインドネシアの私学高等教育の発展につい

て研究を深めるためには、他の都市や地方を含めた検討が必要である。また、各州や各都市に

とどまらず、広域にわたって活動を展開する新たなタイプの私立高等教育機関を経営する財団

が出現していることからも検討地域の拡大が必要である。

第二に、より多様な経営主体の分析である。私学の経営主体は、宗教団体や企業を母体とす

るものなど多様であり、設置する学校種も多様化している。より幅広い経営主体の経営行動に

ついて分析を進める必要がある。

第三は、国立大学との比較である。世界的なプライバタイゼーションの中、国立と私立の違

いをどう考えるかということは大きな課題であり、具体的な比較検討が必要である。
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